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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

中間連結会計期間
第５期

中間連結会計期間
第４期

会計期間
自2024年１月１日
至2024年６月30日

自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2024年１月１日
至2024年12月31日

売上高 （百万円） 78,845 79,779 161,716

経常利益 （百万円） 2,160 1,856 4,659

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 2,862 996 4,613

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 2,024 1,389 3,463

純資産額 （百万円） 72,717 72,881 73,373

総資産額 （百万円） 119,761 118,354 120,821

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 117.71 41.44 190.77

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.9 60.6 59.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 6,421 5,563 7,863

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 885 △712 1,433

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,657 △1,839 △3,368

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 24,852 29,140 26,129

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については

記載しておりません。

３．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数の算定に当たり、その計算

において控除する自己株式に、役員向け株式給付信託、従業員向け株式給付信託及び株式付与ESOP信託が保

有する当社株式を含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、全体的に不透明感がみられるものの緩やかな回復基調で推移しまし

た。設備投資は継続して持ち直しの動きが見られ、「日銀短観」による製造業の2025年度設備投資計画に増加が見込

まれる中、設備用機械類の先行指標である「機械受注統計調査報告」による製造業においては８ヶ月連続で前年同月

を上回りました。企業の生産は「鉱工業生産指数」において今年１月以降前年同月比増加基調にあり５月はマイナス

となりましたが６月は再び増加に転じました。建設は「建築着工統計調査」において、新設住宅着工戸数は３月の４

号特例縮小前の駆け込み申請の反動で４月より前年同月比大幅減となっており、建築着工床面積においても４月以降

前年同月比減少に転じました。

先行きについては、米国の通商政策による不透明な状況は、今後も続くと見られており、グローバルなサプライ

チェーンに与える影響など、今後の動向を注視しております

また、海外経済は、米国では景気の拡大が緩やかとなる中、設備投資や生産は関税引き上げに伴う駆け込み需要の

反動の影響もあり横ばいとなっていますが、今後も通商政策が与える影響に留意する必要があります。

中国では各種政策の効果がみられるものの、景気は足踏み状態が続いており、東南アジアでは、内需を中心に堅調

を維持していますが、先行きについては、米国との通商問題の影響で外需を中心に鈍化が見込まれます。

このような状況の下、実現したい未来としてのVISIONに「叶えたいが、あふれる社会へ。」を掲げ、資本コストや

株価を意識した経営の実現に向けて、経済的価値と社会・環境的価値それぞれの向上を目指した取り組みを進めてお

ります。それらの中長期的な企業価値の向上に向けた取り組みによって、中期経営計画「ＵＮＩＳＯＬ」の最終年度

（2026年12月期）における目標達成を目指してまいります。

 

a．財政状態

（総資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は84,053百万円、固定資産は34,300百万円となり、その結果、資産合計

は118,354百万円となり、前連結会計年度末と比べ2,467百万円減少しました。現金及び預金が3,144百万円増加

し、受取手形及び売掛金が4,588百万円、電子記録債権が1,465百万円減少したこと等によります。

 

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は43,323百万円、固定負債は2,149百万円となり、その結果、負債合計

は45,472百万円となり、前連結会計年度末と比べ1,975百万円減少しました。契約負債が1,057百万円、賞与引当金

が324百万円増加し、支払手形及び買掛金が2,425百万円、未払法人税等が771百万円減少したこと等によります。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末の株主資本は69,053百万円、その他の包括利益累計額は2,720百万円となり、その結果、

純資産合計は72,881百万円となり、前連結会計年度末と比べ491百万円減少しました。為替換算調整勘定が218百万

円増加し、利益剰余金が親会社株主に帰属する中間純利益、剰余金の配当により897百万円減少したこと等により

ます。

 

b．経営成績

当中間連結会計期間の経営成績は、売上高は79,779百万円(前年同期比1.2％増)となりました。損益面では、販

売費及び一般管理費が同4.8％増加したことで営業利益は1,507百万円(同11.7％減)、経常利益は1,856百万円(同

14.1％減)となりました。特別損失に固定資産撤去費用95百万円を計上したことにより、親会社株主に帰属する中

間純利益は996百万円(同65.2％減)となりました。
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
 

（機械・工具セグメント）

機械分野において関連指数となる工作機械受注は、内需では１－３月期は前年同期比2.3％増と、２四半期連続

プラスとなった後、直近４－６月期は同4.2％減、外需では前年４－６月期より前年同期比プラスが続き直近４－

６月期は同6.6％増となりました。

このような環境下にあって当セグメントにおける機械分野は、国内直需において自動車メーカーによる温度差は

あるものの全体的として設備投資は厳しく、建機も設備投資がピークアウトする中、機械工具など一部のメーカー

向けの大口案件等により、売上は前年同期に比べ微増となり、受注は同２桁増となりました。国内卸売は主な最終

需要先である中堅・中小企業において設備投資が補助金採択の結果に影響されたこと等により、売上は同２桁減と

なり、受注は期の後半にプラスに転じました。

一方、海外における北米事業は、射出成形機の関税前の駆け込み需要や、一部の日系自動車部品メーカーの設備

案件、好調な受注が続くエンジニアリング等により、売上は同２桁増となり、受注も増加となりました。中国事業

は、政策効果での景気下支えも不動産不況や米国関税の影響で厳しい状況が続く中、機械メーカーなど日系顧客へ

の部品販売や個別案件の受注等があったものの、自動車全体が厳しい中での日系自動車メーカーの不振等が影響

し、売上は３割強減少しました。東南アジア事業は、各国で日系自動車メーカーの設備投資が芳しくない中、タイ

での既存設備の更新案件や、インドネシアでの食品事業向け大口案件の受注等により、売上は同２桁増となりまし

た。

工具分野において関連指標となる鉱工業生産は、自動車工業では１－３月期の同11.0％増に続き４－６月期も同

1.2％増となり、生産用機械工業では１－３月期の同0.1％減から４－６月期は同0.3％減となりました。

このような環境下にあって工具分野は、直需において主要自動車メーカーの生産は受注残解消に向け順調に推移

したものの、新規設備投資等は厳しい状況であったこと等により、売上は微減となりました。卸売において自動車

や半導体業界の不振により特に東日本において機械加工関連の消耗工具や機器類が低迷する中、季節性商品（暑熱

対策）の拡販や、ソリューション型展示会における顧客の課題解決要求に合致した提案実施等により、売上は微増

となりました。

以上の結果、機械・工具セグメントの売上高は51,963百万円と前年同期比736百万円増(1.4％増)となりました。

営業利益は972百万円と前年同期比129百万円増(15.4％増)となりました。
 

（建設資材セグメント）

鉄構資材分野において関連指標となる鉄骨系構造（S造＋SRC造）における建築着工床面積では１－３月期の同

9.0％減に続き４－６月期も同5.9％減となっており、2022年10-12月以降11四半期連続で前年同期比マイナスと

なっています。

このような環境下にあって当セグメントにおける鉄構資材分野は、資材価格の高騰、人手不足、建設現場の４週

８閉所等の影響が続き資材需要が低迷する中、大型設備機械の販売や新規商材の取扱い等に注力したものの、売上

は同２桁減となりました。

配管資材分野は、半導体・電子部品関連向けが小規模ながら堅調に推移したこと、大型の産業機械の販売に注力

したこと等により、売上は同１桁増となりました。

住宅設備分野は、新設住宅着工戸数は駆け込み申請の反動で再びマイナスとなっており、リフォーム需要も動き

が鈍い中、主力メーカーの高付加価値商品の販売や、施工付き案件への注力等により、売上は同２桁増となりまし

た。

以上の結果、建設資材セグメントの売上高は20,730百万円と前年同期比1,049百万円減(4.8％減)となりました。

営業利益は282百万円と前年同期比463百万円減(62.1％減)となりました。
 
（建設機械セグメント）

建設機械統計におけるクローラークレーン国内出荷数が前年比横ばいであった中、クローラークレーンを中心に

販売が好調であったことに加え、基礎業者へのレンタル需要が増えたこと等により、当セグメントの売上高は

4,859百万円と前年同期比822百万円増(20.4％増)となり、営業利益は140百万円と前年同期比63百万円増(81.7％

増)となりました。
 
（IoTソリューションセグメント）

データセンター、配送センター等へのセキュリティ需要は引き続き好調に推移する中、システム構築分野では複

数の大型案件を上期の売上に計上することができ、大手警備会社を通じた機器販売分野では監視カメラの需要が個

人宅向けを含め堅調に推移したこと等により、当セグメントの売上高は2,226百万円と前年同期比423百万円増

(23.5％増)となり、営業利益は186百万円と前年同期比61百万円増(49.9％増)となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、29,140百万円で、前連結会計年度

と比較して3,011百万円の増加となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、5,563百万円となりました。（前中間連結会計期間

は6,421百万円の獲得）この主な要因は、税金等調整前中間純利益1,767百万円、売上債権の減少7,071百万円、棚卸

資産の減少356百万円、仕入債務の減少3,769百万円、法人税等の支払額1,601百万円等によるものであります。
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、712百万円となりました。（前中間連結会計期間は

百万円885百万円の獲得）この主な要因は、定期預金の預入による支出1,290百万円、定期預金の払戻による収入

1,164百万円、有形固定資産の取得による支出441百万円、無形固定資産の取得による支出114百万円等によるもので

あります。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、1,839百万円となりました。（前中間連結会計期間は
2,657百万円の使用）この主な要因は、短期借入金の純増加額55百万円、配当金の支払額1,867百万円等によるもので
あります。
 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（4）経営方針・経営戦略等

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」中の(1)経営方針、(2)中長

期的な経営戦略の記載について重要な変更はありません。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 
（6）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は10百万円であり、セグメント別の内訳は、機

械・工具セグメントで10百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（2025年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,143,642 25,143,642
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 25,143,642 25,143,642 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

 発行済株式
 総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2025年１月１日～

2025年６月30日
－ 25,143,642 － 5,000 － 1,250
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社エフアールテイ 兵庫県芦屋市月若町７番３－207 3,200 13.17

THE SFP VALUE REALIZATION MASTER

FUND LIMITED （常任代理人　立花

証券株式会社）

P.O BOX 309 UGLAND HOUSE, GEORGE

TOWN, GRAND CAYMAN KY１－1104,

CAYMAN ISLANDS　（東京都中央区日本橋

茅場町１丁目13－14）

2,858 11.76

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８－１ 2,253 9.27

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A.

LONDON SPECIAL OMNIBUS SECS

LENDING ACCOUNT （常任代理人　株

式会社みずほ銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET

LONDON EC２P　２HD, ENGLAND （東京都

港区港南２丁目15－１）

903 3.72

コベルコ建機株式会社 広島市佐伯区五日市港２丁目２－１ 766 3.15

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 741 3.05

フルサト・マルカグループ従業員持

株会
大阪市中央区南新町１丁目２－１０ 659 2.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 496 2.04

神鋼商事株式会社 大阪市中央区北浜２丁目６－18 386 1.59

阪和興業株式会社 大阪市中央区伏見町４丁目３－９ 360 1.48

計 － 12,626 51.96

（注）１．2025年６月30日現在における上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カス

トディ銀行（信託口）の信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため記載し

ておりません。

２．シンフォニー・フィナンシャル・パートナーズ（シンガポール）ピーティーイー・リミテッドから2025年１

月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に係る変更報告書において、2024年12月30日（報告義

務発生日）現在で、下表のとおり株式を保有している旨の記載がありますが、当社として2025年６月30日現

在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式の総

数に対する所有

株式数の割合

（％）

シンフォニー・フィナンシャル・

パートナーズ（シンガポール）

ピーティーイー・リミテッド

（Symphony Financial Partners

(Singapore) Pte.Ltd.)

シンガポール　048624、UOBプラ

ザ　　　#24-21、ラッフルズ・プレイ

ス80

4,304 17.1
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 844,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,156,800 241,568 －

単元未満株式 普通株式 142,542 － －

発行済株式総数  25,143,642 － －

総株主の議決権  － 241,568 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式給付信託の信託財産として保有する当社株

式96千株（議決権の数960個）及び株式付与ESOP信託の信託財産として保有する当社株式156千株（議決権の

数1,567個）を含めております。

２．「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式43株が含まれています。

 

②【自己株式等】

    2025年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計(株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

フルサト・マルカホール

ディングス株式会社

大阪市中央区南新町

１丁目２番10号
844,300 － 844,300 3.36

計 － 844,300 － 844,300 3.36

　（注）役員向け株式給付信託及び株式付与ESOP信託の信託財産として保有する当社株式は、上記の自己保有株式には含

めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,533 30,677

受取手形及び売掛金 ※２ 28,608 24,019

電子記録債権 ※２ 11,736 10,271

リース投資資産 5 －

商品及び製品 10,832 10,389

仕掛品 2,783 3,050

原材料及び貯蔵品 420 399

その他 4,703 5,265

貸倒引当金 △24 △19

流動資産合計 86,599 84,053

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,680 11,474

機械装置及び運搬具（純額） 1,097 1,069

工具、器具及び備品（純額） 694 648

貸与資産（純額） 1,056 1,095

リース資産（純額） 109 95

使用権資産（純額） 681 677

土地 10,033 10,035

建設仮勘定 21 85

有形固定資産合計 25,375 25,180

無形固定資産   

のれん 715 674

営業権 800 720

その他 882 914

無形固定資産合計 2,397 2,308

投資その他の資産   

投資有価証券 3,116 3,182

退職給付に係る資産 1,138 1,296

繰延税金資産 339 457

その他 1,972 1,994

貸倒引当金 △119 △119

投資その他の資産合計 6,448 6,810

固定資産合計 34,221 34,300

資産合計 120,821 118,354
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,669 15,244

電子記録債務 ※２ 17,122 16,823

短期借入金 466 522

１年内返済予定の長期借入金 47 47

リース債務 96 94

未払法人税等 1,519 748

契約負債 5,084 6,142

賞与引当金 770 1,095

役員賞与引当金 41 29

従業員株式給付引当金 18 －

製品保証引当金 57 64

その他 2,455 2,511

流動負債合計 45,350 43,323

固定負債   

長期借入金 404 380

リース債務 715 697

繰延税金負債 178 252

役員退職慰労引当金 62 68

役員株式給付引当金 51 47

退職給付に係る負債 183 200

その他 501 502

固定負債合計 2,097 2,149

負債合計 47,448 45,472

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 27,261 27,263

利益剰余金 40,052 39,155

自己株式 △2,377 △2,365

株主資本合計 69,937 69,053

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,007 987

繰延ヘッジ損益 △33 △1

為替換算調整勘定 1,334 1,552

退職給付に係る調整累計額 93 182

その他の包括利益累計額合計 2,401 2,720

非支配株主持分 1,034 1,107

純資産合計 73,373 72,881

負債純資産合計 120,821 118,354
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 78,845 79,779

売上原価 66,306 66,920

売上総利益 12,539 12,858

販売費及び一般管理費 ※ 10,832 ※ 11,351

営業利益 1,706 1,507

営業外収益   

受取利息 49 60

受取配当金 93 53

仕入割引 211 189

受取賃貸料 40 50

為替差益 29 －

その他 124 80

営業外収益合計 549 435

営業外費用   

支払利息 13 3

賃貸収入原価 24 28

為替差損 － 32

その他 57 20

営業外費用合計 96 85

経常利益 2,160 1,856

特別利益   

固定資産売却益 1 7

投資有価証券売却益 2,265 －

特別利益合計 2,267 7

特別損失   

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 0 0

固定資産撤去費用 － 95

特別損失合計 0 96

税金等調整前中間純利益 4,426 1,767

法人税、住民税及び事業税 1,549 793

法人税等調整額 △40 △96

法人税等合計 1,509 696

中間純利益 2,917 1,071

非支配株主に帰属する中間純利益 54 74

親会社株主に帰属する中間純利益 2,862 996
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

中間純利益 2,917 1,071

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △853 △20

繰延ヘッジ損益 △32 32

為替換算調整勘定 0 218

退職給付に係る調整額 △7 89

その他の包括利益合計 △893 318

中間包括利益 2,024 1,389

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,955 1,315

非支配株主に係る中間包括利益 68 74
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 4,426 1,767

減価償却費 837 832

のれん償却額 56 40

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △33 △12

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 9 17

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △6 △158

賞与引当金の増減額（△は減少） 24 325

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 △4

受取利息及び受取配当金 △142 △114

支払利息 13 3

投資有価証券売却損益（△は益） △2,265 －

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △7

有形固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 7,717 7,071

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,216 356

仕入債務の増減額（△は減少） △1,388 △3,769

その他 △616 703

小計 7,433 7,052

利息及び配当金の受取額 142 115

利息の支払額 △12 △3

法人税等の支払額 △1,141 △1,601

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,421 5,563

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,051 △1,290

定期預金の払戻による収入 872 1,164

有形固定資産の取得による支出 △1,580 △441

有形固定資産の売却による収入 48 44

無形固定資産の取得による支出 △240 △114

投資有価証券の取得による支出 △10 △76

投資有価証券の売却による収入 2,909 －

貸付けによる支出 △23 △7

貸付金の回収による収入 5 13

その他 △42 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー 885 △712

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △450 55

長期借入金の返済による支出 △23 △23

自己株式の取得による支出 △810 △0

配当金の支払額 △1,372 △1,867

その他 △1 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,657 △1,839

現金及び現金同等物に係る換算差額 28 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,677 3,011

現金及び現金同等物の期首残高 20,174 26,129

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 24,852 ※ 29,140
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【注記事項】

（会計方針の変更）

(「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」等の適用)

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号

2024年３月22日。以下「本実務対応報告」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

なお、本実務対応報告第７項を適用しているため、当中間連結財務諸表においては、グローバル・ミニマム課

税制度に係る法人税等を計上しておりません。

 

（追加情報）

（役員向け株式給付信託）

当社は、中長期的視野をもって、業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、当社

の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除きます。）、当社の執行役員、フルサト工業株式会社の

取締役、株式会社ジーネットの取締役、株式会社マルカの取締役及び執行役員、株式会社セキュリティデザイン

の取締役（以下、「取締役等」といいます。）を対象者にした業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」といい

ます。）を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、対象者に対して、対象会社ごとに定める株式給付規程に従ってポイントが付与され、累積ポ

イント相当の当社株式が信託を通じて交付される仕組みであります。なお、取締役等が当社株式の交付を

受ける時期は、原則として取締役等の退任時であります。

また、取締役等に交付する株式については、当社があらかじめ信託設定した金銭により、信託銀行が第

三者割当により当社から取得し、信託財産として保管・管理しております。

なお、当社は、株式会社マルカが設定した信託の委託者の地位の移転を受ける形で2022年４月28日に本

信託を設定しております。

（2）信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部

に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度114百万円、

99,801株、当中間連結会計期間109百万円、96,001株であります。

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

 

（株式付与ESOP信託）

当社は、2024年３月に、当社主要子会社（以下「対象子会社」）の従業員（以下「従業員」）を対象とした従

業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「本制度」）を導入しております。

（1）取引の概要

当社は当社グループの持続的な企業価値向上に繋げることを目的とした「人的資本投資」の一環とし

て、企業価値の向上を図るインセンティブを従業員に与えるとともに、従業員の経営参画意識を醸成する

ことを目的として、本制度を導入いたしました。本制度では、株式付与ＥＳＯＰ（Employee Stock

Ownership Plan）信託（以下「ＥＳＯＰ信託」）と称される仕組みを採用します。

ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ制度を参考にした従業員インセンティブ・プランであり、ＥＳＯＰ

信託が取得した当社株式を、予め定める株式交付規程に基づき、一定の要件を充足する従業員に交付する

ものです。なお、当該信託が取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はあ

りません。

ＥＳＯＰ信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができる

ため、株価を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待できま

す。また、ＥＳＯＰ信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意

思が反映される仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効です。

（2）信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部

に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末において

388百万円、160,000株、当中間連結会計期間末において380百万円、156,703株であります。

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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（中間連結貸借対照表関係）

１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 15百万円 14百万円

 

※２．中間連結会計期間末日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理をしてお

ります。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が前連結会計年度末残高

に含まれております。

 
前連結会計年度
（2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

受取手形 556百万円 －百万円

電子記録債権 816 －

電子記録債務 172 －

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

従業員給与 4,628百万円 4,668百万円

賞与引当金繰入額 599 774

役員賞与引当金繰入額 14 23

貸倒引当金繰入額 8 △1

製品保証引当金繰入額 1 1

退職給付費用 179 186

役員退職慰労引当金繰入額 4 5

役員株式給付引当金繰入額 △0 △3

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

現金及び預金勘定 26,624百万円 30,677百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,772 △1,536

現金及び現金同等物 24,852 29,140
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月28日

定時株主総会
普通株式 1,375 56 2023年12月31日 2024年３月29日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月９日

取締役会
普通株式 730 30 2024年６月30日 2024年９月２日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金８百万円が含まれております。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2023年８月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式378,700株の取得を行いました。

　この結果、単元未満株式の買取りによる取得等も含め、当中間連結会計期間において自己株式が743百万円

増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が2,489百万円となっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月28日

定時株主総会
普通株式 1,871 77 2024年12月31日 2025年３月31日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金20百万円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月８日

取締役会
普通株式 728 30 2025年６月30日 2025年９月１日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2024年１月１日 至 2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 機械・工具 建設資材 建設機械
IoTソリュー
ション

計

売上高        

外部顧客への売上高 51,226 21,780 4,036 1,802 78,845 － 78,845

セグメント間の内部売

上高又は振替高
484 25 － 28 538 △538 －

計 51,710 21,805 4,036 1,830 79,383 △538 78,845

セグメント利益 843 745 77 124 1,790 △83 1,706

（注）１．セグメント利益の調整額△83百万円には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない

ＨＤ管理コスト△82百万円、棚卸資産の調整額△２百万円、固定資産の調整額１百万円が含まれておりま

す。

２. セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2025年１月１日 至 2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

中間連結
損益計算書
計上額
（注２）

 機械・工具 建設資材 建設機械
IoTソリュー
ション

計

売上高        

外部顧客への売上高 51,963 20,730 4,859 2,226 79,779 － 79,779

セグメント間の内部売

上高又は振替高
605 39 － 36 681 △681 －

計 52,568 20,770 4,859 2,262 80,460 △681 79,779

セグメント利益 972 282 140 186 1,582 △75 1,507

（注）１．セグメント利益の調整額△75百万円には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない

ＨＤ管理コスト△75百万円が含まれております。

２. セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

①　財又はサービスの種類による分解情報

（単位：百万円）
  

 報告セグメント
合計

 機械・工具 建設資材 建設機械
IoTソリュー
ション

計

売上高       

産業機械 29,080 － － － 29,080 29,080

機器工具 22,145 － － － 22,145 22,145

建設資材 － 21,780 － － 21,780 21,780

建設機械 － － 4,036 － 4,036 4,036

IoTソリューション － － － 1,802 1,802 1,802

顧客との契約から生じ

る収益
51,226 21,780 4,036 1,802 78,845 78,845

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 51,226 21,780 4,036 1,802 78,845 78,845

 

②　地理的区分による分解情報

（単位：百万円）
 

 報告セグメント
合計

 機械・工具 建設資材 建設機械
IoTソリュー
ション

計

売上高       

日本 39,935 21,780 4,036 1,802 67,554 67,554

米州 7,266 － － － 7,266 7,266

中国 1,081 － － － 1,081 1,081

その他アジア 2,943 － － － 2,943 2,943

顧客との契約から生じ

る収益
51,226 21,780 4,036 1,802 78,845 78,845

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 51,226 21,780 4,036 1,802 78,845 78,845
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当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

①　財又はサービスの種類による分解情報

（単位：百万円）
  

 報告セグメント
合計

 機械・工具 建設資材 建設機械
IoTソリュー
ション

計

売上高       

産業機械 29,630 － － － 29,630 29,630

機器工具 22,332 － － － 22,332 22,332

建設資材 － 20,730 － － 20,730 20,730

建設機械 － － 4,859 － 4,859 4,859

IoTソリューション － － － 2,226 2,226 2,226

顧客との契約から生じ

る収益
51,963 20,730 4,859 2,226 79,779 79,779

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 51,963 20,730 4,859 2,226 79,779 79,779

 

②　地理的区分による分解情報

（単位：百万円）
 

 報告セグメント
合計

 機械・工具 建設資材 建設機械
IoTソリュー
ション

計

売上高       

日本 39,197 20,730 4,859 2,226 67,013 67,013

米州 8,622 － － － 8,622 8,622

中国 709 － － － 709 709

その他アジア 3,433 － － － 3,433 3,433

顧客との契約から生じ

る収益
51,963 20,730 4,859 2,226 79,779 79,779

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 51,963 20,730 4,859 2,226 79,779 79,779
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

１株当たり中間純利益 117円71銭 41円44銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 2,862 996

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
2,862 996

普通株式の期中平均株式数（千株） 24,320 24,043

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり中間純利益の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前中間連結会計期間267千株、

当中間連結会計期間257千株であります。

 

（重要な後発事象）

（株式需給緩衝信託Ⓡの設定）

当社は、2025年８月８日開催の取締役会において、株式需給緩衝信託Ⓡ（以下「本信託」という。）の設定を

決議いたしました。

 

１．本信託の目的および背景

当社は、当社グループを取り巻くステークホルダーや未来社会に対する責任を果たすため、公正で透明性の

高い経営体制のもと、機動的・効率的な意思決定により、求心力のあるグループ経営を実現し、持続的な成長

と中長期的な企業価値の向上を目指すことをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。そ

のためには、株主の多様化を推進することで経営の透明性を高め、監督機能を強化させることが重要であり、

当社企業価値の向上にも繋がるものと考えております。

この様な考え方のもと、当社の大株主である複数の事業会社に対し、政策保有株式として保有する当社株式

の売却（以下「本株式売却」という。）を要請したところ、その一部につき応諾を得るに至りました。政策保

有株式として保有されている当社株式を市場に流通させることで、株主の多様化を推進できるとともに、東証

プライム市場における上場維持基準の持続的な充足や、機関投資家によるTOPIX等の浮動株時価総額を基準と

したインデックス運用を通じ、当社株式の市場流動性ならびに市場需給の向上なども期待されると考えており

ます。

一方、現在の当社株式の市場流動性を鑑みた場合、本株式売却による市場需給への影響を極力回避するため

には、日々の売却数量（売却の市場参加率）を抑制し、十分な時間をかけた売却が不可欠であると考えており

ます。そのため、当社として様々な株式売却手法を比較検討した結果、下記「２．本信託の概要」に記載の

（本信託のメリット・特徴）および（本信託のデメリット・留意点）を勘案した上で、本信託を活用し、当社

として本株式売却による市場需給への影響を可能な限り軽減させることが、株主をはじめとするステークホル

ダーの利益に適うものと判断いたしました。

 

２．本信託の概要

本信託は、当社株主の多様化を通じたコーポレート・ガバナンスの強化ならびに当社浮動株式比率の向上を

目的として、大株主から売却される当社株式を念頭に、当社が拠出する資金を原資として東京証券取引所の立

会外終値取引（ToSTNeT-2）により当社株式を取得し、その後、当社株式の市場需給に与える影響を極力回避

する方法で当社株式を売却します。本信託が取得した当社株式は信託期間の内に売却され、売却代金はあらか

じめ定めるタイミングで定期的に当社へ分配されます※。
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※ 当社は、本信託が当社を受益者とする自益信託であることから、会計処理において自己株式として扱う

こととし、本信託において株価上昇により処分差益が生じた場合は「その他資本剰余金（純資産）」の増加、

株価下落により処分差損が生じた場合は「その他資本剰余金（純資産）」の減少として処理します。なお、本

信託による当社株式の売却状況については、月次の頻度で開示を行う予定です。

本信託による当社株式の取得（以下「本取得」という。）ならびに本取得株式の保有および売却において

は、自己株式にかかる諸規制（会社法第155条乃至第160条、第165条、第461条等）の主旨・目的および本信託

の内容を勘案し、必要と考えられる規制に対応した形で行われるものとしています。

 

（本信託のメリット・特徴）

①東京証券取引所の立会外終値取引（ToSTNeT-2）により、当社の大株主である事業会社が保有する当社株式

を取得することで、円滑な政策保有株式の縮減を実現できる。

②本信託が取得した株式を立会内市場で売却することにより、浮動株式比率の着実な向上が期待できる。

③本信託による当社株式の取得においては、自己株式取得取引でも使われている東京証券取引所の立会外終値

取引（ToSTNeT-2）を用いることで、売却機会の平等性が確保されている。

④信託期間中の株価推移（株価上昇）によっては当社が拠出する取得資金と受領する売却代金との間で処分差

益が生じる可能性がある。

 

（本信託のデメリット・留意点）

①取引所立会内市場における売却により、当社株式の市場需給に対し、本信託による当社株式の売却が完了す

るまでの間、継続的な影響が生じる可能性がある。

②信託期間中の株価推移（株価下落）によっては当社が拠出する取得資金と受領する売却代金との間で処分差

損（ただし、当社が拠出する取得資金が限度となる）が生じる可能性があり、相応の金額となる可能性があ

る。また当該処分差損がさらなる株価下落の要因となる可能性がある。

 

３．本信託の内容

（1）委託者 当社

（2）受託者 野村信託銀行株式会社

（3）受益者 当社

（4）議決権行使 本信託内にある当社株式については議決権を行使しないものとする

（5）配当金等の取扱い 本信託内にある当社株式に対し支払われる配当金を受領する

（6）信託の種類 金銭信託以外の金銭の信託

（7）信託契約日 2025年８月８日

（8）信託の期間 2025年８月８日（予定）～ 2026年５月31日（予定）

（9）信託の目的 当社株主の多様化を通じたコーポレート・ガバナンスの強化ならびに当社浮

動株式比率の向上を目的として、大株主から売却される当社株式を念頭に、

当該売却による当社株式の市場需給の悪化を軽減させること

 

４．本信託による当社株式の取得

（1）取得株式の種類 当社普通株式

（2）取得する株式数（上限） 740,000株（発行済株式総数（自己株式除く）に対する割合3.1％）

（3）株式の取得価額の総額

（上限）

1,850,000,000円

（4）株式の取得時期 2025年８月13日（予定）～ 2025年８月19日（予定）

（5）株式の取得方法 東京証券取引所における立会外終値取引（ToSTNeT-2）による取得

（6）株式の取得価格 株式取得日の前営業日の終値

（7）株式取得日 株式取得日の前営業日に開示予定

（8）本取得の停止条件 本取得により本信託の目的の遂行が合理的に見込まれること

（9）取得および信託のために

拠出する資金

1,874,035,000円程度
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５．本信託による当社株式の売却方法

本信託における当社株式の売却は、取引所立会内市場取引により行われ、当該売却代金は当社が受領しま

す。なお、信託期間における具体的な売却の執行は、予め信託契約に定められた執行方針に基づいて行われ、

当社が指図することはありません。

 

＜取引所立会内市場取引における執行方針の概要＞

・売却時期の分散に配慮しつつ、信託期間の内に売却を完了させることを目標とする。なお、当初信託期間満

了日までに信託財産に属する当社株式が残存する場合には、本信託の満了日は2026年11月30日に変更され

る。

・毎営業日における売却株数は、当日の株価基調等も勘案し、概ね15％程度を市場出来高に対する売却株数の

割合となるよう努める。

・原則として売却注文は指値注文によるものとし、成行き注文による発注は行わない。

・株式市場の状況に応じて、一定の範囲内で売却ペースの調整を行うことがある。特に、株価が著しく下落す

る局面においては売却の一時停止を行うことがある。

・金融商品取引所の定めにより監理銘柄または整理銘柄に指定された場合は、上記にかかわらず速やかに売却

を完了させる。

 

６．当社業績に与える影響について

本信託の実施による当社業績に与える影響については、必要に応じて、四半期決算に反映させる形で開示し

ます。

 

（ご参考）

※ 株式需給緩衝信託Ⓡは野村證券株式会社の登録商標です。

 

２【その他】

2025年８月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・728百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・30円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・2025年９月１日

（注）　2025年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2025年８月８日

 

フルサト・マルカホールディングス株式会社

  取　締　役　会　御　中
   

 

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 大　阪　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 　岡　本　　健一郎

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 　須　藤　　英　哉

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフルサト・マル

カホールディングス株式会社の2025年1月1日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年1月1

日から2025年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、フルサト・マルカホールディングス株式会社及び連結子会社の2025年6月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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